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令和６年度分の地域包括支援センターの評価基準の改正について（案） 

 

◎ 令和６年度分の地域包括支援センター（以下「センター」という。）の評価基準について、現在の取

組状況を踏まえ、以下のとおり改正する。なお、重点事業の改正については資料３で示したとおりであ

るため省略する。 

  改正後の評価基準（令和６年度分）（案）は、別紙７のとおり。 

 ※ 以下の評価基準の番号は、「広島市地域包括支援センターの評価基準（令和５年度分）」の区分等の番号である。 

  

 １ 区分１ 共通基盤 ⑵ 職員体制 ① センター長 

   センター全体の運営について評価している中で、この項目はセンター長個人の評価となっているこ

と、また、共通基盤の他の項目においても評価できることから、本評価基準は削除する。 

 現   行 改 正 案 

指 

標 

センター長が現場管理者として、市の方針
や予算を把握した上で、センターの業務方
針を定め、進行管理している。 

（ 削 除 ） 基 

 

準 

４ 

委託職員であるセンター長が、市の方針
や予算を把握した上で、センター全体の
業務を適切に把握・管理するとともに、
職員の指導を行っている。 

３ 
委託職員であるセンター長が、市の方針
や予算を把握した上で、センター全体の
業務を適切に把握・管理している。 

２ 
センター長が、市の方針や予算を把握し
た上で、センター全体の業務を把握・管
理している。 

１ 
センター長が、センター全体の業務を十
分に把握・管理できていない。 

  

２ 区分３ 総合相談支援 総合相談業務 ① 相談支援  

（令和５年度第１回本運営協議会にて協議済み） 

   現行の評価基準は、高齢者人口１，０００人当たりの相談件数と、継続的に支援を行っているかど

うかで評価している。相談件数の多寡では相談対応状況が分からないことや評価基準の内容が既に全

センターで業務の中で当たり前のこととして取り組んでいることから、本評価基準は削除する。 

 現   行 改 正 案 

指 

標 

地域に住む高齢者の様々な相談を受け止
め、適切な機関、制度、サービスにつな
ぎ、継続的にフォローしている。 

（ 削 除 ） 基 

 

準 

４ 
総合相談件数が高齢者人口1,000人当た
り年100件以上（実件数）であり、継続
的に支援している。 

３ 
総合相談件数が高齢者人口1,000人当た
り年75件以上100件未満（実件数）であ
り、継続的に支援している。 

２ 
総合相談件数が高齢者人口1,000人当た
り年50件以上75件未満（実件数）であ
り、継続的に支援している。 

１ 
総合相談件数が高齢者人口1,000人当た
り年50件未満（実件数）である。 

 

 

 

別紙６ 
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  ３ 区分５ 包括的・継続的ケアマネジメント支援 ⑵ 介護支援専門員に対する支援 

①  介護支援専門員への個別支援 

  （令和５年度第１回本運営協議会にて協議済み） 

     現行の評価基準は、高齢者人口１，０００人当たりの介護支援専門員からセンターへの相談対

応件数で評価している。センターの支援によって介護支援専門員の対応力が向上した場合は、セ

ンターへの相談件数が減る可能性もあり、相談件数の多寡では介護支援専門員への個別支援状況

は分からないことから、包括的・継続的ケアマネジメント支援の状況を段階的に評価する内容に

変更する。 

 現   行 改 正 案 

指 

標 

日頃から多職種・多機関との連携を図り、
困難事例を抱える介護支援専門員が、様々
な機関の連携により解決ができるよう、支
援している。 

日頃から多職種・多機関との連携を図り、
困難事例を抱える介護支援専門員が、様々
な機関の連携により解決ができるよう、支
援している。 

基 

 

準 

４ 
介護支援専門員からの相談対応件数が、
高齢者1,000人当たり年25件以上（実件
数）である。 

４ 

３に加え、介護支援専門員が包括的・継
続的ケアマネジメントを実践できるよう
環境的な課題を抽出し、環境整備に取り
組んでいる。 

３ 
介護支援専門員からの相談対応件数が、
高齢者1,000人当たり年20件以上25件未
満（実件数）である。 

３ 

２に加え、困難事例を抱える介護支援専
門員が、地域団体や医療機関等様々な機
関等の連携により対応できるよう支援し
ている。 

２ 
介護支援専門員からの相談対応件数が、
高齢者1,000人当たり年10件以上20件未
満（実件数）である。 

２ 

介護支援専門員からの相談対応、同行訪
問、サービス担当者会議の開催支援等を
通して介護支援専門員が包括的・継続的
な個別ケアマネジメントができるよう支
援している。 

１ 
介護支援専門員からの相談対応件数が、
高齢者1,000人当たり年10件未満（実件
数）である。 

１ 
介護支援専門員からの相談は受けている
が、具体的な支援ができていない。 

 

【参考】今後のスケジュール等について 

○ 設置法人・センターへの説明 

見直し後の評価基準は、令和６年３月１１日（月）に法人説明会を開催し説明する。 


